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京都府からの質問に対する回答

１ 日本に対するメリットについて

＜日本に対するメリット＞

（１）ＴＰＹ－２レーダー２基目の配備における日本のメリッ

トについては、ＴＰＹ－２レーダーの情報が自衛隊にリア

ルタイムに共有され、他のレーダーと併せ、より精密かつ

確実なミサイルの探知・追尾等が可能となり、また、複数

飛来した場合でも対応が可能となるなど、我が国の防衛力

の向上に資することになると理解していますが、我が国の

ミサイル防衛の考え方と併せて、再度確認されたい。

○ 弾道ミサイル防衛は、我が国の安全保障にとって極めて重要な

課題であり、これまで、弾道ミサイル対処が可能な海上自衛隊の

護衛艦、航空自衛隊の警戒管制レーダーやペトリオットＰＡＣ－

３の配備のほか、車力通信所への米軍のＴＰＹ－２レーダーの配

備等必要な措置を講じるとともに、２００６年５月の「２＋２」

で合意されたとおり更なる弾道ミサイル防衛能力向上のため、日

米間で緊密な協議を行ってきました。

○ このような中、我が国周辺の安全保障環境は依然として複雑で

不確実な状況となっており、平成２４年４月及び１２月の北朝鮮

によるミサイル発射では、これまでと異なり北朝鮮北西部沿岸地

域から発射が行われました。特に、１２月の発射においては、事

前に設定した予想落下地域にミサイルの構成部位が落下したと

考えられるほか、今般の発射等で検証された技術により北朝鮮が

長射程のミサイルを開発した場合、その射程が１０，０００ｋｍ

以上に及ぶと考えられ、北朝鮮の弾道ミサイルの長射程化、高精

度化に係る技術が進展していることが明らかになっています。

○ このような長射程の弾道ミサイルの開発・実験は、ミサイル技

術全般における弾頭重量の増加や命中精度の向上にも資すると
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考えられ、我が国の防衛に対しても大きな影響を与えるものと考

えています。

○ こうした我が国周辺地域の安全保障環境の変化を踏まえると、

日米間でＢＭＤ能力の向上に関して緊密に連携することが不可

欠であり、日米両国政府は、弾道ミサイル防衛により万全を期す

るため、日本国内に 2 基目のＴＰＹ－２レーダーを配備する必要

があり、航空自衛隊経ヶ岬分屯基地が、その最適な候補地である

との結論に至ったところです。

○ 航空自衛隊経ヶ岬分屯基地にＴＰＹ－２レーダーを新たに配

備することにより、ＴＰＹ－２レーダーで得られた情報が、自衛

隊のレーダー情報と合わせ、リアルタイムで日米間で共有される

ことになります。我が国に向かう弾道ミサイルに対し、弾道ミサ

イルの探知・追尾専用である本レーダーが配備されることで、目

標を鮮明に見分けることができるようになり、精密かつ確実に探

知・追尾し、対処することが可能になります。また、ミサイルが

同時に多数飛来する場合の追尾能力もより一層向上することと

なります。このように、迎撃に必要なミサイルの情報をより正確

かつ多く得られることで、弾道ミサイルから日本を防衛するに際

して、より万全を期すことができることとなります。
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１ 日本に対するメリットについて

＜経ヶ岬に配備する理由＞

（２）経ヶ岬を最適の候補地とする最大の理由と、レーダーを

海岸沿いに設置する理由を説明されたい。

○ 防衛省においては、これまで、ＴＰＹ－２レーダーの追加配備

を行う候補地について、日本海側に存在する自衛隊施設の利用を

中心に、我が国防衛上の有用性、日米協力の強化、電波環境、レ

ーダー設置のため十分な地積の確保可能性等、様々な観点から、

米側とも協議しつつ検討を重ねてまいりました。

○ その結果、航空自衛隊経ヶ岬分屯基地については、

・ 我が国及び米国に飛来する弾道ミサイルの探知・追尾能力の

向上を図ることが可能な位置にあること

・ レーダー照射面（日本海側）に向かって遮断するものがなく

見通しがよいこと

・ 上空に航空路等がないこと

・ 周囲に電波塔や放送塔などがなく電波環境がよいこと

など、総合的に見て、弾道ミサイルの監視・追尾を行うのに適し

た様々な要件を備えている最適の場所であることから、追加配備

の候補地として選定したものです。

○ また、経ヶ岬分屯基地においては、海岸沿いにある庁舎地区と

岳山の上にあるレーダー地区がありますが、岳山のレーダー地区

周辺には、ＴＰＹ－２レーダー及び関連機材の配備、またそれら

の維持管理に必要な施設・人員を配備するために必要な平地が存

在しないため、レーダー地区周辺に配備することは困難と判断

し、海岸沿いの庁舎地区が配備候補地として最適と判断したもの

です。
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２ 危機管理対応について

（１）レーダーの配備により、京丹後市が標的になり府民が危険

に晒されることはないかとの懸念に対して、どのように対応

されるのか。

（２）レーダーの経ヶ岬への追加配備に当たって、自衛隊として、ま

た、日本国として、レーダー基地に対してどういう防御体制をと

られるのか。

①ミサイル攻撃に対する防御体制

②テロなどへの警戒・警備体制

③自衛隊員の警備体制（体制強化のため、増員などの対応が必要だ

と考えるがどうか）

○ 自衛隊では、他国からの攻撃を未然に防止するため、航空機や

艦艇等による警戒監視活動を常に行っており、平素から領海・領

空とその周辺海空域において、常時継続的な情報収集、警戒監視、

偵察活動を行っています。

○ 例えば、海上自衛隊では、哨戒機（P-3C）により、日本海を含

め我が国周辺海域を航行する多数の船舶などの状況を監視して

いるほか、状況に応じて、護衛艦などを柔軟に運用して周辺にお

ける事態に即応できる態勢を維持しています。また、主要な海峡

では、陸上自衛隊の沿岸監視隊や海自の警備所などが２４時間態

勢で警戒監視活動を行っています。さらに、航空自衛隊では、全

国の２８カ所あるレーダーサイトや航空機などにより、我が国と

その周辺の上空を２４時間態勢で警戒しています。領空侵犯のお

それのある航空機を発見した場合、待機中の戦闘機などが緊急発

進し、監視・警告などを行っています。

○ 万が一、我が国への攻撃の予兆等が確認されれば、その攻撃の

態様に応じて、必要な措置をとることとしています。
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○ 例えば、ミサイル攻撃に対する防御については、我が国に弾道

ミサイルによる攻撃の予兆が確認された場合には、全国１１カ所

にはりめぐらされた弾道ミサイルを探知・追尾する自衛隊のレー

ダーや米軍のＴＰＹ－２レーダーによる警戒・監視網、イージス

艦や迎撃ミサイル部隊などの展開により、我が国の防衛及び住民

の方々の安全を確保するための体制をとっています。

さらに、本レーダーの配備により、弾道ミサイルの精密かつ確

実な探知・追尾能力がより一層向上し、より万全の体制をとるこ

とができます。

○ テロなどへの警戒・警備体制については、自衛隊は、テロリス

トや武装工作員などによる不法行為を含め各種事態に対応でき

る態勢をとっていますが、例えば、基地に対する攻撃や不法行為

のおそれが認められる場合には、基地警備要員の増員や巡回警備

の強化等を行うことにより、事態に適切に対処できるような基地

警備態勢を整備しています。

航空自衛隊では、こうした基地警備態勢の実効性を高めるため

に、平素から基地警備訓練を定期的に実施しているほか、他自衛

隊や米軍との共同警備訓練の実施、基地警備用装備品の整備等、

基地の警備に万全を期しております。

また、国内の自衛隊施設や在日米軍施設・区域で大規模なテロ

が行われるおそれがあり、かつ、その被害を防止するための特別

の必要がある場合には、内閣総理大臣の命により、当該施設又は

施設・区域の警護のために自衛隊の部隊などが出動（警護出動）

することが認められています。

このような状況において、経ヶ岬分屯基地とＴＰＹ－２レーダ

ーが配備される米軍施設・区域の警備にあたっては、自衛隊と米

軍が密接に連携し、警備のための増員を行うなど、必要な対応を

とります。

○ このような体制により、経ヶ岬分屯基地の防御に万全を期しま
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す。

３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜電磁波の生体等への影響、立入禁止区域＞

本府においても、電磁波の専門家を参与に委嘱し、参与会を開

催するなどして検証を行ってきている。参与からは、立入禁止区

域が「電波防護指針」の基準内で設定されれば「人体等に影響は

無い」等の意見をいただいているところであるが、

（１）立入禁止区域の細部については現在関係機関で検討中と回答

されていますが、どの程度の範囲になるのか示されたい。

○ 車力通信所においては、レーダー前面百数十メートルの範囲内

で立入禁止区域を設定しています。一方、経ヶ岬においては、レ

ーダーを日本海に面した海面から約２０ｍの崖上に設置し、そこ

から電波を海上上空に向けて照射するため、米軍施設予定地内の

レーダー前面の崖上を立入禁止区域とすることで、関係省庁や米

軍と協議を進めています。また、防衛省としては、崖下や海面上

については、電磁波に関する安全基準上の問題はなく、現時点で、

そうした区域を設定する必要はないものと考えています。
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３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜電磁波の生体等への影響、立入禁止区域＞

（２）海上やレーダーの側方及び後方を立入禁止区域に設定しな

いのは、サイドローブによる電磁波の影響が電波防護指針に

示された指針値未満であると理解するが、それで良いか。

（３）ＴＰＹ－２レーダーへ電力を供給する発電機からも電磁波

が発生すると思われるが、立入禁止区域の設定がなされない

のは、電波法や電波防護指針の基準に満たないことによるの

か。

また、電気設備に関する技術基準を定める省令の基準（例

えば、一般公衆が立ち入り可能な箇所で、磁束密度を 200μ

T 以下に施設しなければならないという基準等）は守られる

のか。

○ ＴＰＹ－２レーダーの配備にあたっては、発電機やサイドロー

ブによる電磁波の影響も十分考慮し、電磁波に関する基準を踏ま

えることとしています。車力通信所においても、電磁波に関する

安全性が確保されていることから、レーダー前面以外には、立入

禁止区域を設置していないところです。

○ いずれにしましても、防衛省として、経ヶ岬分屯基地へのレー

ダー設置に当たり、電波法を所管する総務省等の関係省庁と協議

しながら、電磁波に関する安全基準が十分満たされるよう調査・

確認を行います。
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３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜電波干渉＞

（４）本府の参与会では、「船舶用レーダーに干渉があったとし

ても映像に少し影響が出るかもしれないが、直ぐに消える程

度と思われる」との意見であったが、レーダーの電磁波によ

り、テレビ、ラジオ、漁船の無線やＧＰＳなど、住民生活に

必要な機器類へ影響が生じないのか。また、電波干渉対策や

生じた場合の対処策はどうか。

○ ＴＰＹ－２レーダーについては、電波干渉防止に万全を期すた

め、周辺の電波の使用状況を確認した上で使用します。

○ 地上波テレビ、ラジオ、携帯電話、漁船の無線やＧＰＳ等につ

いては、ＴＰＹ－２レーダーの使用するＸバンド帯と異なる周波

数帯を使用しているため、ＴＰＹ－２レーダーによる影響はあ

りません。

○ ただし、本レーダーが使用する電波の周波数帯に近い衛星放送

については、現時点において、万が一の可能性として何らかの影

響を受けることも考えられることから、ＴＰＹ－２レーダーを原

因とした受信障害等が発生した場合には、電波障害の発生状況に

応じ個別具体的に対処措置を講ずることにより、障害の解消を図

ります。

○ なお、ＴＰＹ－２レーダーが配備されている青森県つがる市に

おいては、衛星放送を含め、ＴＰＹ－２レーダーに由来する電波

障害は発生していません。
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３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜飛行制限区域＞

（５）飛行制限区域については、日本海側に向かって半径６ＫＭ

の半円柱形の飛行制限区域が設けられると理解しています

が、それで良いか。

○ 飛行制限区域については、ＴＰＹ－２レーダーの電波が航空機

の計器等を誤作動させる可能性がゼロとは言えないため、航空機

の安全運航に万全を期するという観点に加え、軍事上の保全の必

要性ということにも配慮し、電波照射が行われる方向を包含した

上で、半径６ｋｍの半円柱形の形で設定することを考えていま

す。

３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜緊急時のヘリの運航＞

（６）ドクターヘリや海難事故救出のためのヘリの運行につい

て、「レーダーの停波も含めた柔軟なヘリの運航を可能とす

る措置についての調整要領を米側及び関係機関と確立する

ことを考えている」と回答されていますが、停波の要請など

の必要な措置はどのように行われるのか。

○ ドクターヘリや海難事故救出のためのヘリを含む航空機が経

ヶ岬の米軍施設周辺に設定される予定の飛行制限区域を捜索又

は救助のために飛行する場合に、停波を含めた必要な措置が採ら

れるよう、車力通信所の場合と同様、調整の枠組みを確立してい

きます。

○ 具体的には、ドクターヘリ等の航空機の運航者が、事前に、経

ヶ岬の米軍施設内の指定部署と直接調整を行うなどの枠組みを

設け、迅速・的確な対応がとれるようにします。
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３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜鳥への影響＞

（７）本府の参与会では、海鳥への影響について、「鳥がレーダ

ーの近傍を通過するにしても、通過時間が短く継続的に照射

される可能性は小さいことから熱作用による影響は考えに

くい」との意見であったが、海鳥等への影響の有無について

確認されたい。

○ 「X バンド帯」も含めた約 100 キロヘルツ以上の帯域の電波は、

被照射体に熱を発生させる特性がありますが、熱による影響が生

じるような高出力の電波が照射されている区域は限定的であり、

海鳥を含め鳥類が、そこを継続的に飛び続けるとは考えにくいた

め、熱による影響はほとんど考えられません。

３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜騒音＞

（８）経ヶ岬における防音対策について、具体的な対策を説明さ

れたい。

○ 音の距離による減衰は、音源の種類や地形など様々な条件によ

っても異なり、一概には言えませんが、一般的には、音源から２

００～３００ｍ離れた地点で、３０ｄＢ程度の減衰が得られま

す。

○ 経ヶ岬においては、集落との距離が比較的近いといった基地の

特性を踏まえ、ＴＰＹ－２レーダーの騒音の主要要因となり得る

電源の設置場所を集落から遠い場所にすることや電源に鉄筋コ

ンクリート製の防音壁を設置することなどにより、電源から約３

０ｍ離れた米軍施設の境界付近においては、９０ｄB 程度から約
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６５～７０ｄB 程度まで音が減衰し、距離が離れている集落付近

においては、さらに減衰することにはなりますが、いずれにして

も、集落において今の騒音レベルと同程度となるよう、しっかり

と防音対策を実施します。

（参考）騒音の目安例

約６０dB 郵便局の窓口周辺、博物館の館内

約５０dB 書店の店内

約４０dB 山村の田畑、山間の戸建住宅地（昼間）

約３０dB 山間の戸建住宅地（夜間）

出典：全国環境研協議会 騒音小委員会
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３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜水問題＞

（取水）

（９）米軍基地及び自衛隊基地に必要な水の取水について、地元

との調整内容も含め、具体的にどのように対応されるのか説

明されたい。また、尾和用水など、事業実施中のものに対す

る具体的な対応方策を説明されたい。

○ 防衛省としては、米側に対し、経ヶ岬周辺では水が貴重な資源

であるため、地元において水不足などの影響が出ないよう水の使

用量を減らすべく、要請しています。

○ レーダー配備後の水の使用について具体的な対応策を申し上げ

れば、現在、自衛隊が使用している落川からの取水を米側の使用

と地元の用水使用に切り替え、自衛隊は宇川簡易水道を使用する

という方向で市等と調整を行っています。

○ こうした方向性については、市及び地元から一定のご理解が得

られたと承知しております。

○ なお、尾和用水については、レーダー配備後においても、実施

中の事業の目的を達成するよう、防衛省としても周辺環境整備法

による助成事業として、今後、具体的に市等と調整します。
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３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜水問題＞

（排水）

（１０）使用された水の排水の適正処理を具体的にどのように行

うのか。

○ 米側による排水処理については、温水や汚水の処理を含め、周

辺環境への影響がないよう、市の意向を十分踏まえ、適切に対応

します。

３ 住民等への影響及び影響に対する具体的な対応について

＜景観問題＞

（１１）配備候補地一帯は国定公園であり、また、世界ジオパー

クにも指定されています。景観との調和について、外柵を

緑色にすることに止まらず、景観保全のための具体的な対

応が必要であると考えますがどうか。

○ ＴＰＹ－２レーダーの配置にあたっては、経ヶ岬周辺の観光資

源や穴文殊への参拝客などに影響が出ないよう、景観等に最大限

の配慮するよう米側に申入れています。

○ これに関し、具体的に、米側に外柵を緑色などに変更させるほ

か、例えば、レーダー関連機材を防音壁やテントで囲み、テント

等の色彩を景観になじむ色にするなど、可能な限り、周辺の景観

に溶け込むよう、工夫させることとしています。

○ 米側からは、セキュリティ上の観点から目隠しや死角が生じな

いように求められているところですが、防衛省として、可能な限

り景観と調和するよう、植栽の方法やあり方などを含め、地元の

具体的な要望を踏まえ、最大限可能な対応をとります。
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４ 治安問題について

＜警戒・警備体制＞

（１） 周辺地域・集落などの住民に対するミサイル防衛やテロ

対策などの警備・警戒体制について、具体的方策を示され

たい。また、巡回パトロールを定期的に実施されるとのこ

とであるが、班編制や頻度はどうか。

○ 防衛省・自衛隊は、平素から、警察機関と緊密に連携・協力し

ています。

○ さらに、一般の警察力をもっては治安を維持することができな

い緊急事態が発生し、治安出動を命ぜられた場合には、自衛隊は

治安の維持のために行動し、万全を期します。

○ 具体的には、自衛隊の部隊は、治安の維持に当たる警察機関の

活動に協力するほか、警察力の不足の程度に応じて施設等の警護

や治安を侵害する勢力の鎮圧に当たります。さらに、状況に応じ

て、交通整理や住民の避難・誘導等を行うことも想定されます。

○ また、巡回パトロールの班編制や頻度については、現在米側で

検討中の施設配置、米軍関係者の規模、その居住場所等を踏まえ

る必要がありますが、防衛省として、実効性の高い巡回パトロー

ルを実施します。
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４ 治安問題について

＜京都府警との連携＞

（２）警察との関係において、防衛省（自衛隊）として、具体的

にどのような対応を行うのか。

○ 自衛隊分屯基地や米軍施設・区域の警備だけでなく、周辺地域

の治安確保の観点からも、警察機関との平素からの緊密な連携が

重要です。

○ こうした考え方の下、これまで自衛隊と京都府警では武装工作

員等への対処のための訓練を継続的に行っており、平成１５年に

は陸上自衛隊第３師団と京都府警との間で共同図上訓練を行う

とともに、平成２３～２５年には共同実動訓練を行ってきたとこ

ろです。

○ また、このような対応の他、事件・事故の防止に関しては、車

力通信所と同様に国、米軍、関係自治体、警察、地域町内会代表

等によって構成される事件・事故防止のための連絡会の設置や、

近畿中部防衛局が地元において設置することを計画している連

絡・相談窓口を通じ、警察をはじめ関係機関に速やかに連絡がで

きる体制を整備する等、国、米軍、関係自治体、警察等による緊

密な連携体制をとっていきます。その具体的な要領については、

今後京都府を含めた関係機関と協議していきます。また、交番・

駐在所の設置等については、地元のご意見も踏まえながら、今後、

京都府と相談し、連携を図ります。
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４ 治安問題について

＜連絡会の効果＞

（３）国、米軍、関係自治体、警察、地域町内会代表等によって

構成される事件・事故防止のための連絡会を設置するとのこ

とであるが、この連絡会は、具体的にどのような調整を行う

のか。また、どのような効果が期待できるのか。

○ 今後設置を予定している国、米軍、関係自治体、警察、地域町

内会代表等によって構成される事件・事故防止のための連絡会の

中では、事件・事故の発生時に係る連絡体制に関すること、交通

安全対策や指導に関すること、通学路の安全確保に関すること、

連絡・相談窓口における活動状況に関することなどのほか、地元

の皆様のご要望を踏まえ、情報交換を行うなど、こうした取り組

みにより米軍人等への教育、規律保持に繋がり、ひいては事件・

事故の未然防止に繋がるものと考えています。

４ 治安問題について

＜事件・事故の未然防止＞

（４）米軍関係者による事件・事故の未然防止策について、具体

的に説明されたい。

○ 米軍人等による事件・事故の未然防止策としては、米軍人等へ

の規律保持や一人一人に対する徹底した教育の実施などが考えら

れます。

○ そうしたことが確実に実行されるよう防衛省としても規律保

持や平素からの一人一人に対する教育の徹底などを米側に申し

入れたり、或いは地元警察にもご協力いただきながら、日本にお

ける交通ルールの講習や、雪道における走行等地元の特性に即し
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た自動車運転の講習等を実施することや、国、米軍、関係自治体、

関係機関、地域町内会代表等によって構成される事件・事故防止

のための連絡会を設け、その中で情報交換を行うなどにより事

件・事故の未然防止に努めます。

４ 治安問題について

＜事件・事故が発生した場合の対応＞

（５）米軍関係者による事件・事故が発生した場合、例えば公務

外の事件が発生した場合は、「その示談交渉の進捗について、

随時、現地米軍の法務担当者（日本人従業員）から聴取する

などし、必要に応じて、迅速かつ適正な補償がなされるよう

申し入れなどを行っており、また、被害者の方から賠償請求

に関するご相談や苦情等があれば、その内容を踏まえ、米軍

や被害者との間に立って調整を行うなど、当事者間の示談が

円滑に進められるよう、できる限りの支援を行っているとこ

ろ」と回答されているが、公務上・公務外を問わず、米軍関

係者による事件・事故が発生した場合は、円滑に示談が進む

よう、国が調整窓口となるべきと考えるがどうか。

○ 米軍人等による公務上の事故については、日米地位協定第１８

条５項及び民事特別法の規定により、防衛省が被害者からの賠償

請求を受け、米国政府と協議の上で賠償金額を決定し、被害者の

同意を得て賠償金の支払いを行っています。

〇 一方、公務外の事故等については、原則として加害者が賠償責

任を負い当事者間の示談により解決されることとなりますが、示

談が困難な場合であって、日米地位協定第１８条６項の適用を受

ける場合には、米国政府が慰謝料の額を決定し、被害者の受諾を

得た上で支払いを行っています。
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〇 なお、公務外の事故等における示談交渉の場合、例えば、交通

事故の場合には、米軍において任意自動車保険の加入を米軍人等

に義務付けており、自動車損保会社と被害者との示談交渉となり

ますが、交通事故以外の場合でも、米軍人等と被害者が直接交渉

するのではなく、通常、現地米軍の法務担当者（日本人従業員）

が米軍人等と被害者の間に立って示談交渉を進めており、その過

程において言葉が通じないといった問題や、基地内居住のために

交渉が困難といった問題は生じないと思われます。

○ いずれにしましても、防衛省としては、公務上・公務外にかか

わらず、現地連絡事務所等を窓口として、事件・事故が発生した

際の初動対応のほか、適正な補償により早期に被害者が救済され

るよう、被害者、現地米軍、法務担当者（日本人従業員）等の関

係者との調整等を行い、米軍と協力しながら円滑に手続を進めら

れるよう、適切に対処します。
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５ 地域に対する具体的なメリットについて

＜道路整備等＞

（１）米軍大型車両等が通行し、他の車両とのすれ違いへの支障

や歩行者への危険、道路の損傷等が発生する場合に加え、危

機対応のためには半島全体の避難経路の確保が必要であり、

基幹道である国道１７８号の広域的整備への支援や、国道・

府道・市道を問わない対応が行っていただけると理解してい

るがどうか。

○ 地元からの様々な御懸念に対しては、今後、国の機関と京都府

や京丹後市等の関係自治体から構成される連絡会などを通じ、Ｔ

ＰＹ－２レーダー施設の設置に伴う障害の実態及び地元の具体的

な御要望を踏まえ、真摯に対応します。

５ 地域に対する具体的なメリットについて

＜交付金等＞

（２）地域に対する具体的なメリットとして、米軍再編特措法に

基づく交付金の交付、周辺環境整備法に基づく助成、施設建

設工事等に伴う地元への支出、飲食等に伴う地元への支出、

地元住民の雇用などが挙げられているが、再度、考えを説明

されたい。

○ 地域に対する具体的なメリットとしては、次のことが考えられ

ます。

１．米軍再編特措法に基づく交付金の交付

○ ＴＰＹ－２レーダーの配備に伴い、地元に発生する新たな負

担を踏まえ、米軍再編特措法に基づく再編交付金の交付につい

ては、前向きに対応します。
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○ 再編交付金については、公共用の施設の整備その他の住民の

生活の利便性の向上や産業の振興に寄与する事業に係る経費に

充てることが可能であり、具体的には、

・ 医療費助成

・ 診療所運営費助成

・ ドクターヘリ運航費助成

・ イベント助成

・ 防災訓練助成

・ コミュニティバス運行助成

・ 地場特産品開発助成

等を行うことが可能です。

○ なお、再編交付金の交付額については、面積・人員・装備の

増減等を踏まえ、今後決定することとなります。

２．周辺環境整備法に基づく助成

○ ＴＰＹ－２レーダーの配備により、周辺地域の住民の生活又

は事業活動が阻害されると認められる場合には、「防衛施設周辺

の生活環境の整備等に関する法律」に基づき、国において、民

生安定施設の整備の助成を行います。

○ 具体的には、

・ 米軍車両等が繰り返し通行し、他の車両とのすれ違いへの

支障や歩行者への危険、道路の損傷等が発生する場合

・ 米軍基地等の運用により、周辺地域において水不足等の障

害が生じた場合

・ ＴＰＹ－２レーダーの配備により、農地の経営面積が縮小

したため、他の地区での耕作を余儀なくされ、耕作地の分散

や移転により、経費や労力が増加するなど事業活動に支障を

来す場合

等については、地方公共団体が行う道路、水道、農業用施設等

の整備に対する助成等を行うことが可能です。
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３．施設建設工事等に伴う地元への支出

○ ＴＰＹ－２レーダーの配備に当たっては、米軍により、

・ レーダー運用に必要な施設の建設工事

・ 当該施設の維持管理工事

等が行われることが見込まれます。

○ これらの工事を行うに際しては、地元の業者の参加や地元労

働者の雇用など、地域経済の活性化に配慮するよう、米側に対

して申入れを行っています。

４．飲食等に伴う地元への支出

○ 経ヶ岬に配置される人員数は、現在、米国において検討中で

すが、最大１６０名程度と聞いており、これらの人員が、地元

において、

・ 飲食等の消費活動

・ 通勤等に使用する自動車購入及び修理、レンタカーの使用

・ 周辺の観光地やレジャー施設等での消費

等を行うことが見込まれるところであり、これにより地域経済

の活性化に資するものと考えられます。

５．地元住民の雇用

○ 地元住民を含め、米国人以外の人員を雇用するための条件や

基準については、現在、米側において検討中ですが、

・ 米軍施設の維持・管理

・ 通訳業務

など、米国人でなくても行うことが可能な業務については、可

能な限り地元住民を雇用するよう、米側に申入れを行っていま

す。
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６ 地域と防衛省の窓口について

現地に連絡・相談窓口を継続的に設置し、健康や人体に対す

る影響に関する不安、風評被害に関する疑問、農林水産物への

影響に関する疑問、米軍による事件・事故など治安等に関する

不安など、レーダー配備に伴う地域住民の様々な疑問・不安に

対し真摯に対応していくとのことであるが、再度確認されたい。

○ 今後、地域住民の様々な不安に応えるため、現地に近畿中部防

衛局による連絡・相談窓口を設置します。

○ 当該連絡・相談窓口は、レーダーの配備後、継続的に設置する

とともに、必要に応じて米軍をはじめとする関係機関への要請や

照会を行うことにより、健康や人体に対する影響に関する不安、

風評被害に関する疑問、農林水産物への影響に関する疑問、米軍

による事件・事故など治安等に関する不安など、ＴＰＹ－２レー

ダー配備に伴う地域住民の様々な疑問・不安に対し真摯に対応し

ます。




